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○

特
定
有
価
証
券
の
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
五
年
大
蔵
省
令
第
二
十
二
号
）

改

正

案

現

行

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

第
二
十
九
条

（
略
）

第
二
十
九
条

（
略
）

２

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
臨
時
報
告
書
を
提
出
す
べ
き
特

２

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
臨
時
報
告
書
を
提
出
す
べ
き
特

定
有
価
証
券
の
発
行
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該

定
有
価
証
券
の
発
行
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該

各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
臨
時
報
告
書
三
通
（
当
該
特
定
有
価
証
券
が

各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
臨
時
報
告
書
三
通
（
当
該
特
定
有
価
証
券
が

資
産
信
託
流
動
化
受
益
証
券
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
原
委
託
者
管
轄
財
務
局

資
産
信
託
流
動
化
受
益
証
券
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
原
委
託
者
管
轄
財
務
局

等
が
受
託
者
管
轄
財
務
局
等
と
異
な
る
と
き
は
当
該
異
な
る
原
委
託
者
管
轄
財

等
が
受
託
者
管
轄
財
務
局
等
と
異
な
る
と
き
は
当
該
異
な
る
原
委
託
者
管
轄
財

務
局
等
の
数
に
三
を
加
え
た
通
数
）
を
作
成
し
、
関
東
財
務
局
長
に
提
出
し
な

務
局
等
の
数
に
三
を
加
え
た
通
数
）
を
作
成
し
、
関
東
財
務
局
長
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

当
該
発
行
者
の
発
行
す
る
特
定
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
特
定
有
価
証

一

当
該
発
行
者
の
発
行
す
る
特
定
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
特
定
有
価
証

券
の
募
集
（
当
該
特
定
有
価
証
券
が
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
第
一
項

券
の
募
集
（
当
該
特
定
有
価
証
券
が
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
第
一
項

有
価
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
均
一
の
条
件
で
五
十
名
以
上
の
者
を
相
手
方

有
価
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
均
一
の
条
件
で
五
十
名
以
上
の
者
を
相
手
方

と
し
て
行
う
も
の
に
限
る
。
）
又
は
売
出
し
（
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有

と
し
て
行
う
も
の
に
限
る
。
）
又
は
売
出
し
（
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有

価
証
券
の
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
特
定
有
価
証
券
が
同
条
第
三
項
に
規
定
す

価
証
券
の
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
特
定
有
価
証
券
が
同
条
第
三
項
に
規
定
す

る
第
一
項
有
価
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
均
一
の
条
件
で
五
十
名
以
上
の
者

る
第
一
項
有
価
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
均
一
の
条
件
で
五
十
名
以
上
の
者

を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を

を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を

本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
行
う
場
合
（
当
該
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
特

本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
行
う
場
合

次
に
掲
げ
る
事
項

定
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
特
定
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
が
、
本

邦
以
外
の
地
域
と
並
行
し
て
本
邦
に
お
い
て
開
始
さ
れ
た
場
合
で
あ
っ
て
、
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そ
の
本
邦
に
お
け
る
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
届
出
書
又
は
発
行

登
録
追
補
書
類
に
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
始
さ
れ
た
募
集
又
は
売
出

し
に
係
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
と
き
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る

事
項

イ
～
チ

（
略
）

イ
～
チ

（
略
）

二
～
十
四

（
略
）

二
～
十
四

（
略
）

３
～
５

（
略
）

３
～
５

（
略
）
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○ 特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成五年大蔵省令第二十二号）

改  正  案 現     行 

第六号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
（記載上の注意） 
（１）～（19） （略） 

第六号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
（記載上の注意） 
（１）～（19） （略） 

（20） 信託財産を構成する資産の内容 
   ａ～ｆ （略） 

（20） 信託財産を構成する資産の内容 
   ａ～ｆ （略） 

ｇ 信託財産を構成する資産が会社の事業を構成するものである場合には、当該事業の主要な経営指標

等の推移、沿革、事業の内容、関係会社の状況、従業員の状況、業績等の概要、生産、受注及び販売
の状況、経営方針、経営環境及び対処すべき課題等、事業等のリスク、事業上の重要な契約等、研究
開発活動、財政状態及び経営成績の分析、設備投資等の概要、主要な設備の状況、設備の新設及び除

却等の計画について、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「記載上の注意」（25）から
（39）までに準じて記載すること。 

ｇ 信託財産を構成する資産が会社の事業を構成するものである場合には、当該事業の主要な経営指標

等の推移、沿革、事業の内容、関係会社の状況、従業員の状況、業績等の概要、生産、受注及び販売
の状況、対処すべき課題、事業等のリスク、事業上の重要な契約等、研究開発活動、財政状態及び経
営成績の分析、設備投資等の概要、主要な設備の状況、設備の新設及び除却等の計画について、企業

内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「記載上の注意」（25）から（39）までに準じて記載する
こと。 

   ｈ～ｋ （略） 

（21）～（44） （略） 

   ｈ～ｋ （略） 

（21）～（44） （略） 


